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APM: Asset Performance Management i

―“設備が生み出す価値”を高めるー

山本 順二
IA プロダクト＆サービス事業本部　フェロー

1.  設備保有価値

横河電機は，プロセス制御に関わる事業を主に行って
きている。制御における測定や操作の対象となる物質は，
設備，装置，機器（以下，総称して設備という）の内部
を移動しながら最終製品に向かう。制御とは，これら物
質の量や性質を測定し，将来の状態を予測しながら，あ
るべき状態にするための操作である。一方，これらの物
質にとっての器

うつわ

や支持体である設備がよく整備されてい
ることが，安全で高品質でパフォーマンスのよい生産活
動の前提なので，常に適切な設備保全が必要となる。

設備保全で重要なことを要約すれば，次の３点ではな
いだろうか。

（1） 設備に最大の能力を発揮させる。
（2） 設備の保全費用を合理的な費用に抑える。
（3） 高度な技術で設備を保全する。

特に（3）は，ベテランの減少という喫緊の課題への
対策としても有効である。

一定の時間間隔での点検や補修により，設備の信頼性
を高めておく手法としてTBM （Time Based Maintenance） 
がある。バスタブ曲線（導入初期の故障率は高く，中期
に低下・安定し，後期は老朽化から再び上昇する）はよ
く知られているところである。TBM も有効な手段であり，
その時間間隔は他の多くの因子を織り込んで決められて
いるが，それでも次の課題が残ってしまう。

（1） 確率に依存するので故障発生が不確実である。
　　→　次の点検予定より前でも故障はあり得る。

（2）  健全な設備においても保全作業が行われるため，時
間と費用のロスが発生する。

　　 →　 稼働率も下がるので，生産全体の効率として大
きなロスになり得る。

（3） 保全作業そのものが故障を誘発することがある。
　　→　いわゆる，“ いじり壊し ”

 i  設備から最大の価値を引き出すための企画，施策実施，評価など
の活動全体を指す。

プロセス制御が，“ 測定 ”，“ 修正操作量の計算 ”，“ 操作 ”
という一連のループを回すように，設備を維持するために
は，その状態をうまく測定し，どんな条件で使用されると
いつ何が起きるのかを予測し，適切に保全する必要がある。
これが CBM（Condition Based Maintenance）の考え方で
ある。予兆（兆候）を見逃さず，問題となり得ることを予
知（予見）することから，予兆保全，予知保全と呼ばれて
いる。CBM では，設備全体を定周期一括で保全するので
はなく，個体ごとに保全を行うことによって費用を低減さ
せ，かつ信頼性も向上させると考えられている。

では，設備の状態を知り，予兆を見逃さず問題を予知す
るためにはどうすればよいのか。設備の状態を表す特徴的
な値を継続的に測定する必要があることは，その第一歩と
して間違いなさそうである。継続的な測定により，いつも
とは違う振動，いつもより高い温度はわかりそうだが，そ
の現象は何かの予兆なのか，それで将来を予知できるのか，
あるいは劣化防止策を検討したいということを考えるとど
うだろうか。新しいセンサーの開発，状態解析アルゴリズ
ムや機械学習などは，設備の状態を知ることについて貢献
するし，あるレベルまでの予知を可能とするが，予知の精
度向上や，プロセスまで遡っての対策検討には，もっと広
い範囲の情報を活用する必要がある。

例えば，“ 設備の情報 ” と “ 生産の情報 ”（生産実績
やプロセス制御関連の情報）の突き合わせは有効であ
る。設備にとって負荷となり得るものとして，操業度，
温度・圧力・流量といったプロセス値や物性（化学的
な性質，物理的な性質），操作などがある。操業中に発
生したイベントも貴重な材料となる。それらの情報は 
DCS （Distributed Control System） やPLC （Programmable 
Logic Controller） などの制御システムが持っている。生
産実績情報は製造実行システム （MES: Manufacturing 
Execution System） にある。問題は，設備の能力低下や故
障との相関関係をうまく見つけ出せるかどうかだが，効
果は非常に大きいから取り組まない手はない。

保全記録も貴重な情報である。それらは，設備保
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全 管 理 シ ス テ ム （CMMS: Computerized Maintenance 
Management System） に記録され，保全計画の立案や保
全活動に活用されている。さらに，センサーから得られ
るリアルタイムな情報や，生産実績・生産状況との関連
付けが取れれば，より高い精度での予兆検知と予知が可
能になる。また，設備保全管理システムには，報告書，
文書，画像などの非構造化データがあり，この中には冗
長だが無視できない大事な情報が多く含まれている。そ
れらのデータから特徴を抽出し，データの意味付けと構
造化をするためのツールの導入も進められている。

すなわち，次の３つの情報と故障発生確率との相関性
を突き止めることができれば（数式化できない関係性で
もよい），予知の精度は飛躍的に高くなる。その結果，保
全計画，生産計画，生産方式，操業手順の最適化，設備
保有価値の最大化や事故防止につながる。これが取り組
むべき課題である。

（1） 設備の状態（センサー，監視アルゴリズム）
（2） 生産側の情報（生産実績，プロセス値，イベント）
（3） 保全記録（構造化データ，非構造化データ）

実際は，システム上に記録されていない事実，記載さ
れていない情報，ノウハウ，人から聞き出さないとわか
らない情報なども多く，保全の高度化を進めるためには，
それを聞き出しながら形式知化していくことも求められ
る。また，異なる部門間では保有する情報の内容と量に
相当の差があり，これらを関連付けることで大きな進展
が見られた事例も多くある。異なる部門間での協力を進
めるためには，改善の動機，協力関係を形成する過程も
重要だ。その時，プラントやプロセス，設備，操業に関
する知識はもちろん，コンサルテーション，ファシリテ
ーションの効果は無視できない。

2. APM （Asset Performance Management） と IIoT

高度な APM の実現にとって，IIoT （Industrial Internet 
of Things） は重要な意味を持っている。設備（ここでの
Things）の運用効率最大化のためには，まず設備の状態
が測定されなければならないと述べたが，その数たるや
一体どのくらいなのだろうか。石油プラントには数千台
のポンプが稼働している。総延長 100 km にも及ぶ配管
の腐食を 100% 検出することは頭の痛い課題である。設
備の停止や，あるいはプラント事故も発生しており，こ
れらを未然に防ぐためにも，設備の振動，液体やガスの
漏れ，異常温度，異音など監視したいことは沢山ある。
測定はしているが，現場操作盤や現場指示計までで留ま
り，中央に伝送されていない情報も多数ある。現場の情
報を得るために，人手による巡回点検が高所を含めて毎
日行われ，点検員が設備に触れて温度や振動を確認し，
音を聞いたり目視したりして，地道だが大切な努力によ
って事故防止と稼働率の向上を図っている。

一方で，センシング技術の進化は，従来は測定不可能だ

った，または，間接的な推定しかできなかった情報を読み
出すことを可能にしつつある。小型化，無線技術，バッテ
リー性能の向上は，数千か所のセンサーからの信号を，長
期間にわたり遠隔で受信することを可能にした。センサー
をまとった設備が，ネットワークを通じて自らの状態を直
接話し始めたのだ。その状態は，時刻や距離の制限なく観
察できる。国や地域を越えて，複数事業所から監視できる。
センサーごとに費用がかかるが，情報一点あたりの伝送費
用はゼロに近付いた。ケーブルやラックの工事も不要にな
った。人による読み取り誤差，ばらつきもなくなる。可視
領域外の光，可聴範囲外の音，臭い，長周期の振動，人に
はわからない歪みやねじれも高性能なセンサーが感じ取る
だろう。これらの値は，ディジタルな値として記録，蓄積
され，解析や改善に活用される。

そこで，APM における付加価値の高さは，次の２点に
よって決まるだろう。設備を運用する企業にとっては，
特に（2）が重要であり，コスト競争力をもたらす。情
報が遠くまで速く伝送できることや，プラットフォーム
としてのサーバーやクラウドに置かれることにも価値は
あるが，差別的な付加価値とはならない。

（1） センシング技術の進化，応用製品
（2）  設備，生産，保全の３分野に渡る情報の解析と思考

から得られる操業改善
ここで，改善効果や付加価値の高さは，センサーなどの

ハードウェアを除けば原価に比例しない。例えば，大きな
ビルと小さなビルに使われるコンクリートの量や工期，つ
まり原価は全く違うので，建設費用はビルの大きさと一定
の比例関係にある。一方，APM の付加価値の高さは，極
論すれば原価に比例するわけではない。採用する情報の量
と種類，伝送距離も原価には影響を与えない。付加価値の
高さは，これらをいかに解析し，故障率との関係性を見出
し，製造プロセスや保全業務を見直せるかにかかっている。
付加価値の階段を一段上るための追加的な費用（限界費用：
Marginal Cost）はゼロに近付いている。

システム全体をうまく設計することにより，センサーと
アルゴリズムが検知した予兆は，設備保全管理システムの
事例と突き合わされ，システムは保全担当に対して通報し，
関連文書を示しながら対策を提案する。製造実行システム
や制御システムにも予兆は同報され，生産側としての適切
な対応を求める。作業者に対しては，支援情報が作業進行
に応じて提示される。保全記録は設備保全管理システムに
蓄積され，将来に向けての解析に活用される。各システム
の有機的な結合と情報循環が求められている。

本稿では製造業におけるプラント設備を対象としたが，
APM の考え方は広く社会インフラとしての設備にも同様
に適用されるものである。本特集号で紹介されている新
たに開発した振動センサーなどは，APM の考え方を含め
て企画されたものであり，今後，APM を実現していく上
での大きな効果が期待される。


